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総務研究官 : 永野 博 (2001年 7月 人事院交流派遣専門員に出向)
 : 下田 隆二 (2001年 7月 一橋大学より就任)











: 向山 幸男 (2001年 4月 科学技術振興事業団より就任)








算機借上げに必要な経費 0 14,754  
◇科学技術政策研究所に必要な経
費 939,611 694,352  
1. 人件費 475,728 425,607 平成13年度(2001年度)末定員54名





ムに必要な経費 3,936 0  
4. 郵政事業庁庁舎への移転に必要
な経費 69,001 0  
5. 科学技術構造基礎研究 21,116 21,406 第１、２研究グループの特別研究
6. 科学技術政策特別調査研究 25,180 23,584 第１〜３調査研究グループの特別研究











◇科学技術振興調整費 0 64,881  
◇科学技術振興費 0 3,160  









2001. 5 <No.66> 「科学技術指標 統計集(2001年)改訂版」
2001. 6 <No.67> 「加速器技術に関する先端動向調査(先端研究・先端医療を担う小型加速器開発の推進をめざして)」
2001. 7 <No.70> 「地域における科学技術振興に関する調査研究(第5回調査)」
2001. 7 <No.71> 「第7回技術予測調査」
2001.12 <No.72> 「科学技術に関する意識調査 - 2001年2 〜 3月調査 - 」
(2) POLICY STUDY
発行年月 題 名
2002. 3 <No. 8> 「遺伝子科学技術の展開と法的諸問題」
(3) 調査資料
発行年月 題 名
2001. 6 <No.76> 「加速器ビームニーズ等に関する調査結果(加速器技術に関する先端動向調査)」
2001. 6 <No.79> 「科学技術研究調査の見直しについて」
2001.12 <No.80> 「地域科学技術指標に関する調査研究」
2001.12 <No.81> 「国内外の科学技術に関する意識調査の状況について」
2002. 1 <No.82> 「中国の環境破壊と日本の技術移転」
2002. 3 <No.83> 「日本の技術輸出の実態(平成11年度)」
2002. 3 <No.84> 「海外科学技術政策研究機関ハンドブック」
2002. 3 <No.85> 「科学技術指標体系の比較と史的展開」
2002. 3 <No.86> 「米国における公的研究開発の評価手法」
(4) DISCUSSION PAPER
発行年月 題 名
2001. 9 <No.18> 「地方公共団体が設置する公設試験研究機関における研究評価の仕組みに関する一考察」
2001. 9 <No.19> 「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D Boundaries ofthe Firm: A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan」
2002. 3 <No.20> 「深海洋上風力発電を利用するメタノール製造に関する提案」
3. 科学技術政策研究所国際シンポジウム'02
(21世紀における科学技術システムの再構築と科学技術政策の新しい役割)
開催期間 : 平成14年2月28日 (木) 〜 3月1日 (金)
会 場  : 科学技術振興事業団 東京本部 大会議室 (東京都千代田区四番町 5 - 3 )
参 加 者 : 海外招待講演者10名、国内発表者8名他 (計約200名)






















講演 2 『大文字の第2次科学革命 : 大文字パラダイムの六つの転回』

















伊地知 寛博 (科学技術政策研究所 第１研究グループ 主任研究官)




セッション 2 [科学技術と市民 : 新しい公共空間の創出]
(1) 『経済市場とテクニカルデモクラシーの台頭』
















(1) 『政策と科学の狭間で : 境界組織と科学政策』
デビッド・ガストン (米国 ニュージャージー州立ラトガース大学・公共政策プログラム主任)
科学と政治の間には緊張関係や境界の不安定さがあるが、そのなかで安定的に存在したいくつか





















ケーススタディセッション 2  [多様なコラボレーション]













ランハイルド ソルベルグ (ノルウェー ノルスクハイドロASA副社長)
100年近い歴史 (1905年設立) を持つノルウェーの化学会社Norsk Hydro ASA社の環境問題への
取り組みについて紹介した。1970年代以降、環境に対する社会の関心が高まるにつれ、従業員の
安全性、汚染物質の削減、環境保護等を考慮し始めた。最近では、同社の発展にとって、CSR





























































研究課題 2 創造的研究者・技術者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方( )こ
れからの少子高齢社会における研究者社会のあり方
研究課題 3 博物館・科学館における科学技術の理解増進に関する調査研究














研究課題 3 国民健康領域の科学技術に関する研究 - ヒューマンヘルスケア支援技術を中心として
-
7. (7) 情報分析課
研究課題 1 日中間の技術貿易の現状に関する研究 - 中国の環境問題と日本の技術移転 -
研究課題 2 日本の技術輸出の実態(平成11年度版)































海外研究開発については、小田切・安田の "The Determinants of Overseas R & D by Japanese





1. Hiroyuki Odagiri, "Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R & D
Boundaries of the Firm: A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan" ,









































アメリカではHenderson, Rebecca; Orsenigo, Luigi; and Pisano, Gary P. "The Pharmaceutical
Industry and the Revolution in Molecular Biology: Interactions among Scientific, Institutional and
Organizational Change"(in David C. Mowery and Richard R. Nelson [eds.] Sources of Industrial






1. 小田切宏之「医薬研究開発における『企業の境界』 - バイオテクノロジーのインパクト」(南部
鶴彦編『医薬品産業組織』東京大学出版会(近刊予定)
2. Hiroyuki Odagiri, "Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R & D
Boundaries of the Firm: A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan" ,
















































































門を詳細化した多部門計量モデルを開発する。そして、 R & D 費用データや建設産業連関表等を
用いて、多部門計量モデルにインプットし、同額の政府投資を R & D に費やす場合と、従来型公
共投資に費やす場合の乗数効果を比較する。
 サプライサイドも考慮した分析
































































1. "Equity Joint Ventures and the Scope of Knowledge Transfer between Diversified Firms:
Evidence from U.S.-Japan Alliances," paper presented at the 5th Annual Conference of the







































































































3. Jiang Wen, Shin-ichi Kobayashi, Exploring collaborative R&D network: some new evidence
in Japan, Research Policy, 30, 8, pp.1309-1319, 2001.10
4. Jiang Wen, Shin-ichi Kobayashi, An Organizational Approach to Coping with the Paradox
between Individual Career and Collective Research in Japan International J. Technology
Management, 22, 7/8, pp.794-810, 2001.10
5. KOBAYASHI,S., International Mobility of Human Resources in Science and Technology in
Japan, pp.109-124, International Mobility of the Highly Skilled, OECD, 2002.01
6. Shin-ichi Kobayashi, "New Articulation of Science and Technology Systems in the 21st









































































1. "Japan's Study on International Co-operation for Science and Technology", Paris, OECD































1. MASASHI SHIRABE, HIROYUKI TOMIZAWA, "Likelihood of overseas access to
international co-authorships," Scientometrics, Vol.53, No.1, 2002, pp.123-129.
2. Hiroyuki Tomizawa, "Measurement of FTE on R&D: Revision of the Frascati Manual Topic
16", DSTI/EAS/STP/NESTI(2001)14/PART16, Working Party of National Experts on






































































































































3. 小嶋 典夫、小林 信一、伊地知 寛博、富澤 宏之、池田 秀明、中島 志円、下田 隆二、吉澤
健太郎、柿崎 文彦、丹羽 冨士雄 「『科学技術研究調査』の見直しについて - 科学技術研究
調査研究会に対する科学技術政策研究所の対応 - 」、調査資料 - 79(2001年6月)
4. 小林 信一、伊地知 寛博、富澤 宏之、池田 秀明、小嶋 典夫、中島 志円、下田 隆二、吉澤
健太郎、柿崎 文彦、丹羽 冨士雄 「「科学技術研究調査」の見直しへの対応 - 検討と提案」、
研究技術計画学会 第16回年次学術大会講演要旨集、pp. 217-220.



























「先端生命科学の規制に関する法的問題研究会」では、  規制の現状と問題点、  倫理的問題に







1. 高橋 滋、棚村 友博、磯部 哲、辰井 聡子、山口 斉昭、野村 武司、富田 清美、小林 雅人、斎
藤 誠「特集 ゲノム応用時代の技術と法」、法律時報909号PP.4-57(2001.9)
2. 「遺伝子科学技術の展開と法的諸問題」POLICY STUDY No.8(2002.3)










































1. 岡本 信司、丹羽 冨士雄、清水 欽也、杉万 俊夫「科学技術に関する意識調査 - 2001年2〜3




4. OKAMOTO Shinji、NIWA Fujio、Public Understanding and Popularization of S&T in





































































1. 柿崎 文彦、新舩 洋一、森川 晴成、渡辺 俊彦、向山 幸男、権田 金治「地域における科学技
術振興に関する調査研究(第5回調査)NISTEP REPORT No.70 (2001.7)
2. 新舩 洋一、「地方公共団体が設置する公設試験研究機関における研究課題評価の仕組み
に関する一考察」DISCUSSION PAPER No.18(2001.9)
3. Seiichi OKA,"Knowledge-based Clusters in Japanese Regional Innovation Systems", The 3rd












































都道府県の9割以上に相当する45団体において、  科学技術政策専任部署の設置、  協議会等




































2. 海外の産学連携等のグッド・エグザンプルの調査 - デンマーク・スウェーデン(俵 特別研究
員2002.3)
3. 国内の産学連携等の調査 - 札幌、岩手、京都、兵庫、広島、福岡(岡 特別研究員、他)
5. 論文公表等の研究活動







































































「第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析」(講師: 三菱化学生命科学研究所 永井 克孝
所長)
「再生医学の最近の動向」(講師: 京都大学大学院医学研究科 西川 伸一 教授)
バイオインフォマティクスの最近の動向とこれからの課題」(講師: 東京大学医科学研究
所ヒトゲノム解析センター 高木 利久 教授)
「痴呆研究の動向 - アルツハイマー病の病態解明と治療への展望を中心に - 」(講師:










再生医学の最近の動向 - 幹細胞を用いた再生医学について -
バイオインフォマティクスの動向
第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析



































































































米国2002年度政府 R & D 予算編成の動向
科学コミュニケーションの動向 - 科学ジャーナルを取りまく状況 -
わが国の研究成果(論文)に対する国際評価 - 日本発の"一流論文"の増加 -






1. 「科学技術動向」 2001年4月号 〜 2002年3月号




















































































































































 調査対象契約 : 平成11年度の1年間に締結された新規の技術輸出契約
 調査方法 : 郵送によるアンケート調査
 調査対象企業 : 資本金10億円以上の製造業すべてと技術貿易に関連がある企業の
うち平成9年度、10年度に回答のあった企業(1,734社)
 回収結果 : 回答企業数 1,237社 (回収率71.3% )
2. 調査項目
 企業について : 業種、資本金規模
 輸出技術について : 技術の内容、技術分類、技術の種類、先端技術分野
 契約相手先について : 輸出先国・地域、資本関係














1. 「日本の技術輸出の実態(平成11年度)」調査資料 - 83(2002.3)
この章の目次へ
研究課題 3



































京都大学国際融合創造センター講師 2001.5.1 〜 2001.6.30
岡本 信司 (第２調査研究グループ 上席研究官)







筑波大学大学院人文社会科学研究科非常勤講師 2001.12.1 〜 2002.3.31
古賀 款久 (第１研究グループ 研究員)
(財)中小企業総合研究機構「新規開業委員会」委員 2001.12.16 〜 2003.3.31
富澤 宏之 (第２研究グループ 主任研究官)
科学技術振興事業団「データベース収録誌審査委員会」委員 2001.8.10 〜 2003.3.31
伊地知 寛博 (第１研究グループ 主任研究官)
三菱総合研究所  「国際コンファランス運営委員会」委員 2001.5.7 〜 2002.3.31
 〃  「提案公募等制度評価、産業技術実用化開発制度評価作業委
員会」委員 2001.5.31 〜 2002.12.28
 〃  「 NIS-PRI 研究会」委員 2001.11.28 〜 2002.3.31
 〃  「公的研究機関とナショナルイノベーション」推進委員会委員
2001.11.28 〜 2002.3.31
(社)科学技術国際交流センター「アジア・太平洋地域を対象とした科学技術マネージメントセミ
ナー」企画運営委員会委員 2001.6.15 〜 2002.1.31
経済産業省「産業構造審議会」臨時委員 2001.6.15 〜 2002.6.14
テクノリサーチ研究所「産業技術政策調査委員会」委員 2001.11.30 〜 2002.3.31






(社)日本化学会情報化学部会委員 2001.3.1 〜 2002.2.28
柿崎 文彦 (第３調査研究グループ 主任研究官)
(財)新技術開発財団「調査選考委員」 2000.10.30 〜 2002.3.31
和田 幸男 (第１調査研究グループ 上席研究官)
核燃料サイクル開発機構「国際協力関係会議委員」 2000.5.1 〜 2001.9.30
桑原 輝隆 (科学技術動向研究センターセンター長)






NISTEP 情報システムは、 UNIX ワークステーション及び Windows NT Server をサーバ機とし、
パーソナルコンピュータ等をクライアント機としてLANを構成している。また、所内LANは、専用回線
















NISTEP REPORT No.71 「第7回技術予測調査」
NISTEP REPORT No.72 「科学技術に関する意識調査 - 2001年2〜3月調査 - 」
Discussion Paper No.19 「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D
Boundaries of the Firm: A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan」
科学技術動向月報 2001年4月号 〜 2002年3月号
(概要・要約版)







1. 米国 国立科学財団(NSF) (1989.1.5)
2. 米国 ハーバード大学JFK行政大学院 (1989.2.27/2000.2.1更新)
3. 米国 シラキュース大学 (1989.5.18)
4. 英国 エディンバラ大学 日本-欧州技術研究所(JETS) (1989.6.2/2001.4.1更新)
5. 米国 マサチューセッツ工科大学(MIT) (1989.6.8)
6. 英国 サセックス大学 科学技術政策研究所(SPRU) (1989.6.1/1997.1.10更新)
7. 米国 オクラホマ大学 (1989.12.15)
8. ドイツ フラウンホーファー協会 システム・技術革新研究所(ISI) (1990.2.5/1997.10.1改訂)
9. 米国 ヴァンダービルト大学 (1991.6.10)
10. 国連大学 新技術研究所(INTECH) (1992.12.3)
11. 韓国 科学技術政策研究院(STEPI) (1993.3.8/1999.10.1更新)
12. 中国 国務院発展研究中心 (1993.4.30)
13. 欧州委員会 未来技術研究所(IPTS) (1993.8.1)
14. 英国 マンチェスター大学 工学・科学・技術政策研究所(PREST) (1993.10.1/1997.11.7更新)
15. 米国 ジョージメイソン大学 公共政策研究所 (1994.1.1/2000.2.1更新)
16. フランス 科学技術観測所(OST) (1994.1.1/1999.2.8更新)
17. 中国 科学技術部科学技術促進発展研究中心 (1994.4.30/2000.1.17更新)
18. フランス 研究技術総局(DGRT) (1994.5.20)
19. オーストラリア マードック大学 科学技術政策研究所 (1994.7.1)
20. 米国 タフツ大学 (1995.1.1)
21. フランス ルイ・パスツール大学 (1994.10.21/1999.4.22更新)
22. オーストラリア 首相科学工学・イノベーション会議 (1994.11.29)
23. 米国 オレゴン大学 (1995.3.14)
24. オランダ アムステルダム大学 (1998.4.1)
25. 国際機関 国際応用システム分析研究所(IIASA) (1998.6.1)
26. フランス フランス鉱山大学社会技術革新センター (1995.6.28/1998.6.28更新)
27. ドイツ ミュンヘン大学人間研究センター(HWZ) (1998.11.4)
28. 米国 ワシントン大学 (1999.1.1)
29. スウェーデン イノベーションシステム庁(VINNOVA) (2000.6.15/2001.10.17更新)




(出張者: 権田 第３調査研究グループ 客員総括研究官、2001.4.2 〜4.6)
2. 技術政策研究に関する関係機関との意見交換等(米国) 






5. 米国ブッシュ政権における情報分野の R & D 政策の動向調査(米国) 
(出張者: 清貞 科学技術動向研究センター 特別研究員、2001.5.2〜5.10)
6. OECD-NESTI会合及びFrascati Manual改訂会合への参加(イタリア) 
(出張者: 伊地知 第１研究グループ 主任研究官、2001.5.7 〜5.17)
7. OECD-NESTI会合及びFrascati Manual改訂会合への参加(イタリア) 





(出張者: 大森 科学技術動向研究センター 研究員、2001.6.12〜6.23)
10. OECD・GSF会合出席(仏国) 
(出張者: 綾部 第２研究グループ 客員研究官、2001.6.24 〜6.29)
11. 科学技術政策研究所と中国科学技術促進発展研究中心等との研究交流及び大連大学にお
ける講演、意見交換及び関連施設見学同行(中国) 




(出張者: 小嶋 第１調査研究グループ 総括上席研究官、2001.8.25 〜8.31)
13. 国際フォーラムでの招聘講演、カリフォルニア州学際イニシアティブに関する研究会への出
席及び米国の科学技術政策に関するインタビュー調査(米国) 
(出張者: 清貞 科学技術動向研究センター 客員研究協力官、2001.8.27〜9.3)
14. VII International Conference Advanced on Materials(ICAM2001)における研究成果発表等(メ
キシコ) 






(出張者: 鈴木 第１調査研究グループ 上席研究官、2001.10.14 〜10.20)
17. OECD 各種会合出席及び EU 本部、欧州統計局での意見交換(オーストリア、ベルギー、ル
クセンブルグ、仏国) 
(出張者: 柿崎 第３調査研究グループ 主任研究官、2001.10.14 〜10.28)
18. OECD「Frascati Manual改訂に関する専門家会合」出席とOECD事務局等との打ち合わせ(仏
国) 
(出張者: 富澤 第２研究グループ 主任研究官、2001.10.22 〜10.28)
19. 第3回日韓科学技術フォーラム(韓国) 
(出張者: 小嶋 第１調査研究グループ 総括上席研究官、2001.10.29 〜11.3)
20. 第3回日韓科学技術フォーラム(韓国) 
(出張者: 丹羽 第１調査研究グループ 客員総括研究官、2001.10.30 〜11.3)
21. 第3回日韓科学技術フォーラム(韓国) 
(出張者: 岡 第３調査研究グループ 特別研究員、2001.10.30 〜11.3)
22. APEC技術予測センターナノテクノロジー専門家会議出席(カナダ) 
(出張者: 山崎 科学技術動向研究センター 客員研究官、2001.11.4〜11.9)
23. SRI International社主催シンポジウムでの講演(米国) 
(出張者: 清貞 科学技術動向研究センター 特別研究員、2001.11.6〜11.10)
24. 公的機関・大学における研究評価に関する国際会議への参加及び産学官連携機関訪問調
査(ベルギー) 
(出張者: 小林 第２研究グループ 総括主任研究官、2001.11.10 〜11.17)
25. 公的機関・大学における研究評価に関する国際会議への参加及び産学官連携機関訪問調
査(ベルギー) 
(出張者: 伊地知 第１研究グループ 主任研究官、2001.11.10 〜11.17)
26. 「イノベーションと知的所有権」コンファレンス出席(ベルギー) 
(出張者: 小田切 第１研究グループ 総括主任研究官、2001.11.21 〜11.26)
27. IEEE電子デバイス国際会議出席及びエール大学電子工学科訪問(米国) 
(出張者: 小笠原 科学技術動向研究センター 客員研究協力官、2001.12.2〜12.9)
28. OECD・TIP出席(仏国) 
(出張者: 齋藤 第２研究グループ 研究員、2001.12.9 〜12.14)
29. アジア学術セミナー参加(インド) 
(出張者: 高野 科学技術動向研究センター 研究員、2001.12.11〜12.23)
30. NISTPASS訪問及びAPEC技術予測センター国際評議会出席(ベトナム、タイ) 




(出張者: 川崎 第２研究グループ 上席研究官、2002.1.29 〜2.3)
33. 「公的研究機関とナショナルイノベーション」に係る国外調査(仏国) 
(出張者: 伊地知 第１研究グループ 主任研究官、2002.2.3 〜2.10)
34. 音声ユーザーインターフェース技術会議出席及びマサチューセッツ工科大学コンピュータサ
イエンス研究所Zue教授訪問(米国) 
(出張者: 亘理 科学技術動向研究センター 客員研究協力官、2002.2.3〜2.10)
35. 原子力コミュニケーション国際ワークショップ及び国際エネルギー機関フォーラム参加(チェ
コ、仏国) 
(出張者: 大森 科学技術動向研究センター 研究員、2002.2.3〜2.10)
36. 国際 R & D 競争力評価に関するトップレベルのシンクタンク(IMD、COC等)訪問及び「 R &
D 予算及び政策プログラム」(AAAS)訪問(スイス、仏国、オーストリア、米国) 
(出張者: 清貞 科学技術動向研究センター 客員研究協力官、2002.2.12〜2.24)
37. スイスEPFL訪問、仏国CEA-LETI訪問及び欧州 3G コンファレンス参加(スイス、仏国) 
(出張者: 小笠原科学技術動向研究センター客員研究協力官、2002.2.17〜2.24)
38. 国際級研究者の特性因子調査、及び国際級教育・研究機関の環境調査(米国、カナダ) 
(出張者: 鈴木 第１調査研究グループ 上席研究官、2002.2.27 〜3.10)
39. 地域産学官連携の成功要因に関する調査(デンマーク、スウェーデン) 
(出張者: 俵 第３調査研究グループ 客員協力研究官、2002.3.3 〜3.10)
40. ケンブリッジ大学における産学連携の実態調査、Cambridge Science Parkの調査及びそこに
立地するバイオ関係企業への聞き取り調査、ケンブリッジ大学におけるコーポレート・ガバナ
ンスに関するワークショップ出席(英国) 
(出張者: 小田切 第１研究グループ 総括主任研究官、2002.3.4 〜3.12)
41. OECD-Eurostat合同タスクフォース会合出席及びイノベーション調査の動向等についての打
ち合わせ(仏国) 
(出張者: 柿崎 第３調査研究グループ 主任研究官、2002.3.18 〜3.22)
(3)海外からの研究者等の受け入れ
1. Mr.Axel Karpenstein: 米国コロンビア大学 (2001.7.1〜7.31、特別研究員) 
研究課題: 科学技術政策に関する比較政治経済学的分析




3. Mr.Nguyen Manh Quan: ベトナム国立科学技術政策戦略研究所科学技術予測部
(2001.11.5〜2002.2.2、JSPSフェロー) 
研究課題: 日本における技術予測調査についての調査研究
4. Mr.Cheng Jiayu: 中国科学技術発展研究中心 (2002.3.1〜5.29、JSPSフェロー) 
研究課題: 技術予測に関する研究
5. Dr.Karpsoo Kim: 韓国(STEPI) (2002.3.1〜4.25、JSPSフェロー) 
研究課題: 研究企画システムのベストプラクティス模型に関する研究
6. Dr.Nares Damrongchai: タイ国立科学技術開発事業団国立遺伝子工学・バイオテクノロジー
センター (2002.3.15〜6/12、JSPSフェロー) 
研究課題: 一般農産物におけるバイオテクノロジーに関する技術予測調査に関する研究
7. Dr.Byoung-Hoon Jeon: 韓国(KRISS) (2002.3.24〜5.22、JSPSフェロー) 
研究課題: R & D マネジメントに関する研究
(4)海外の研究者等の訪問
1. Dr. Kwang Nham Kang: 韓国科学技術政策研究院院長(2001.5.9)
2. Dr. Bob Smailes: 英国エディンバラ大学エディンバラ研究・イノベーション有限責任会社研究
サービス部長(2001.5.9)
3. Dr. Gearold Johnson: 米国National Technological Universityテクノロジーマネージメントプロ
グラム産学協同ミッション 他14名(2001.5.14)
4. 邸 華盛: 中国科学院国際合作局アジア・アフリカ・南米所長 他3名 (2001.5.15)
5. Dr. Christopher T. Hill: 米国ジョージメイソン大学教授 (2001.6.1)
6. Mr. Patrick H. Windham: 米国Technology Policy International Principal(2001.6.1)
7. 大久保 嘉子: 仏国技術経営高等研究所研究員(2001.6.5)
8. Mr. Jukka Salminiitty: 在日フィンランド大使館次期参事官(2001.6.7)
9. Dr. Jan-Baldem Mennicken: 独国ハイテク・環境技術日独協力評議会事務局長 (2001.6.8)
10. Ms. Josee Houben: ベルギーフランダース省教育大臣顧問官 (2001.6.12)
11. Mr. Kevin K. Maher: 在日米国大使館公使(2001.8.2)
12. Mr. Gil Hwan Oh: 韓国ETRI-IT Technology Management Research Institute, Knowledge
Management Department, Director(2001.8.6)
13. 呉 明璋: Specialist, Marketing & Communications, KPMG TAIWAN(2001.8.15)
14. Dr. Andrew Wyckoff: OECD科学技術産業局経済分析統計課 Head of Division(2001.8.28)
15. Dr. Dominirue Guellec: OECD科学技術産業局経済分析統計課 Principal
Administrator(2001.8.28)
16. Mr. John Dryden: OECD科学技術産業局情報・コンピューター通信政策課長 (2001.8.28)
17. Mr. Lennard. Stenberg: 在日スウェーデン大使館参事官 (2001.9.10)
18. Mr. Michael Obrne: OECD科学技術産業局次長(2001.9.11)
19. Prof. Lars Ehrengren: スウェーデンストックホルム大学経営学部准教授 (2001.9.21)
20. Mr. Eric van Kooij: 在日オランダ大使館科学技術参事官 (2001.9.28)
21. Ms. Emma Crespo: 欧州青年研修生(マンチェスター大学) (2001.10.5)
22. Dr. Philip Hicks: 在日カナダ大使館参事官 (2001.10.10)
23. Mr. Jukka Salminiitty: 在日フィンランド大使館参事官(2001.10.11)
24. Mr. Hugh Richardson: 欧州委員会共同研究センター副総局長(2001.10.31)
25. Dr. Maurece Boureneeu: EU 駐日代表部首席参事官(2001.10.31)
26. Dr. Gerald Hane: 前米国OSTP国際部長代理(2001.11.6)
27. Mr. Jukka Salminiitty: 在日フィンランド大使館参事官(2001.11.6)
28. 台湾科学技術関係者調査団(2001.11.8)
29. Dr. Anung Kusnowo: インドネシアLIPI工学科学担当次官 (2001.11.8)
30. Dr. Gerald Hane: 前米国OSTP国際部長代理(2001.11.20)
31. Dr. Hahn, Seong-Ryong: 韓国ITEP R & D Performance Management Team
Leader(2001.11.28)
32. Dr. Tim E Ray: 英国オープン・ユニバーシティ・ディレクター (2001.12.11)
33. Mr. Hans de Groene: オランダ経済省イノベーション局次長 他 (2001.12.12)
34. Mr. Torsti Loikkanen: フィンランドVTT技術調査グループ長 他 (2001.12.17)
35. Dr. Peter Cook: 豪州技術科学・工学アカデミー国際協力委員長 (2002.1.22)
36. Mr. Tim Besley: 豪州技術科学・工学アカデミー会長 (2002.1.22)
37. Dr. Laudeline Auriol: OECD科学技術産業局経済分析統計課アドミニストレータ (2002.1.22)
38. Dr. Mitch Halpern: SRI Consulting Business Intelligence首席コンサルタント (2002.2.7)
39. Prof. Giorgio Sirilli: イタリア全国研究会議科学研究・ドキュメンテーション研究所所長
(OECD/NESTI議長)(2002.2.12)
40. Dr. Iris Wieczorec: 独国アジア問題研究所 (2002.2.15)
41. Dr. Jean-Marie Cadiou: IPTS所長(2002.2.26)
42. Prof. Arie Rip: オランダ・ツウェンテ大学教授 (2002.2.26)
43. Dr. Jean-Claude Gavrel: カナダNCEプログラムディレクター (2002.3.4)
44. 王 元: 中国科学技術促進発展研究中心主任(2002.3.5)
45. Ms. Helen Connell: OECD/CSTPコンサルタント (2002.3.12)












No.71 「第7回技術予測調査」 (科学技術動向研究センター 2001.7)
No.72 「科学技術に関する意識調査 - 2001年2〜3月調査 - 」 (第２調査研究グループ2001.12)
 
POLICY STUDY














No.82 「中国の環境破壊と日本の技術移転」 (情報分析課 2002.1)
No.83 「日本の技術輸出の実態(平成11年度)」 (情報分析課 2002.3)









「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the
R & D Boundaries of the Firm: A Case Study of the Ten








2001.4.25 藤野 政彦 (武田薬品工業 会長)
「技術移転における産学官協力のあり方」
2001.4.27 和田 恭雄 ( 日立製作所基礎研究所主任研究員)
「シリコンデバイスの技術動向と限界 - 集積回路技術の限界と分子エレクトロニクスへ
の期待 - 」
2001.5.7 吉川 邦夫 (東京工業大学大学院総合理工学研究科教授)
「廃棄物の有効利用と資源化」
2001.5.30 嶋田 隆一 (東京工業大学 原子炉工学研究所教授)
「21世紀の電力エネルギー供給システム 〜期待される技術〜(電力の輸送と貯蔵の新
技術)」
2001.6.27 永井 克孝 (三菱化学 生命科学研究所所長)
「第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析」
2001.7.6 飯塚 尚和 (宮城県産業技術総合センター所長)
「地方公設試におけるマネジメントシステムの構築」
2001.7.19 大村 直也 ((財)電力中央研究所 我孫子研究所 主任研究員)
「バイオセンサーによる環境中の微量化学物質の計測」
2001.8.1 小山 康文 (岩手大学地域共同研究センター助教授)
「地域の科学技術振興と産学連携について」
2001.9.12 西川 伸一 (京都大学大学院医学研究科教授)
「再生医学の最近の動向」
2001.11.1 畑村 洋太郎 (工学院大学国際基礎工学科教授)
「失敗学の構築」
2001.11.20 高木 利久 (東京大学医科学研究所教授)
「バイオインフォマティクスの最近の動向とこれからの課題」
2001.12.11 岩坪 威 (東京大学大学院薬学系研究科教授)
「痴呆研究の動向: アルツハイマー病の病体解明と治療への展望を中心に」
2001.12.19 柳田 敏雄 (大阪大学大学院医学系研究科情報生理学教室教授)
「ナノバイオロジーの動向と今後の課題」
2002.2.15 齋藤 衛郎 ((独)国立健康・栄養研究所 食品機能研究部長)
「機能性食品の研究開発の動向と特定保健用食品」
2002.3.22 鶴尾 隆 (東京大学分子細胞生物学研究所長)
「大学等におけるがん研究の最近の動向」
 海外からの研究者・専門家による講演
2001.5.9 Dr. Bob Smailes(エディンバラ大学エディンバラ研究・イノベーション有限責任会社研究サービス部長)
「大学の研究基盤の活用と考えられる経済的インパクト」
2001.11.20 Dr. Gerald Hane(前米国科学技術政策局(OSTP)国際部長代理(GLOBALVATION 代表))
「クリントン政権下での科学技術政策及びブッシュ政権下での変化の見通し
(Science and Technology from Clinton to Bush -- S & T Policies under the Clinton
Administration and Changes expected under the Bush Administration)」
2001.12.10 Dr. Tim E.Ray(英国オープン・ユニバーシティ・ビジネス・スクールディレクター)
「集団的暗黙知, 技術イノベーション, 及び絶えざる創造の静穏: 日本からの教訓;
Collective Tacit Knowledge, Technological Innovation and the Calm of Constant
Creation : Lessons from Japan」
2002.1.22 Dr. Peter Cook(豪州技術科学・工学アカデミー国際協力委員長)
「産学官連携の強化：海外の経験及び日本との関連」(Strengthening Industry-
Government-University Linkages; Overseas Experience and Possible Relevance to
Japan)
2002.2.6 Dr. Laudeline Auriol(OECD科学技術産業局経済分析統計課アドミニストレータ)
「熟練科学技術人材の測定・国際流動」
2002.2.7 Dr. Mitch Halpern(SRI Consulting Business Intelligence 主席コンサルタント)
「米国の半導体産業の動向と将来展望」
2002.2.26 Prof Arie Rip(オランダ・ツウェンテ大学教授), Dr. Jean-Marie Cadiou (IPTS所長)
「欧州の科学技術政策動向〜欧州研究圏構想と研究開発評価を中心に」




2002.3.18 Dr. Christine Peterson(SRI International科学技術政策プログラムディレクター)
「米国NNI(National Nanotechnology Initiative)の形成プロセスと最新動向」
(3)所内セミナーの開催
2001.5.23 柿崎 文彦(第３調査研究グループ 主任研究官)
 「地域における科学技術振興に関する調査研究(第5回調査)〜都道府県及び政令指定都市における科学技術政策の現状〜」
2001.6.14 横尾 淑子(科学技術動向研究センター 研究官)他
 「第7回技術予測調査」




2. 産学間のインタラクションに係る利益相反(conflict of interest)のマネジメント
〜特許データによる実態分析及び制度・運用に関する主要国の現状
2001.10.12 岡本 信司(第２調査研究グループ 上席研究官)
 「科学技術に関する意識調査」














































「アジア地域のエネルギー消費構造と地球環境影響物質(SO 、NO 、CO )排出量の動















































































































































<No.7> 「未来競争力の強化 - 日本政府の基礎研究振興 - Enhancing Future Competitiveness- The Japanese Government's Promotion of Basic Research-」◎




















 (Peter Van der Staal特別研究員,1992.2)
<No.18>
「日本の超電導産業における研究開発コンソーシアムと共同関係Research and




 (森本 盛 客員研究官,1992.1)
<No.20> 「自然科学系研究者のバックグラウンド及び活動状況に関する調査」
 (第２調査研究グループ,1992.2)
<No.21> 「産業技術基盤を改善するための戦略 改進工業技術基礎的戦略 Strategy for ImprovingIndustrial Technological Bases」◎
 (何 翔皓 特別研究員,1992.3)
<No.22> 「共体験に基づく知識創造の循環プロセス - 高炉操業エキスパート・システムの開発事例をめぐって -」
 (第１研究グループ,1992.9)
<No.23> 「広い空間と時間でとらえた科学技術とその政策目標」















び発展の形態についての地域定量分析- Industrial Growth, Regional Development and






Government - Sponsored Collaborative Research to Promote Information Technology:
Japan's Challenge to the West?」◎
 (Tim Ray 特別研究員,1993.3)
<No.33> 「日本製造業における競争力の源泉-素材関連技術を中心とした一考察-」
 (第１研究グループ,1993.6)



















































<No.59> 「Regionalization of Science and Technology in Japan : The Framework of Partnershipbetween Central and Regional Governments」◎



































<No.77> 「The Proceeding of International Conference on Technology Foresight-The approach toand the potential for New Technology Foresight-」◎
 (第４調査研究グループ,2001.3)















(表題末尾の ◎ は英文のみ、 ＊ は英語版あり、を示す)
<No.1> 「技術知識の減衰モデルと減衰特性分析 -登録特許残存件数による減衰データへの応用-」
 (第１研究グループ 光畑 照久,1997.1)
<No.2> 「21世紀に向けた国の科学技術推進システムの在り方 -国の科学技術活動の変革に向けて-」
 (第２調査研究グループ 柳 孝,1997.5)
<No.3> 「日本と米国の科学及び工学における大学院課程の比較」＊
 (第１研究グループ Taniya Sienko,1997.6)
<No.4> 「研究開発投資の決定要因: 企業規模別分析」
 (第１研究グループ 後藤 晃、古賀 款久、鈴木 和志(明治大学),1997.11)
<No.5> 「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」＊
 (第１研究グループ 永田 晃也,1998.3)
<No.6> 「大学等からの技術移転成功事例におけるアクター分析」
 (第２研究グループ 新井 英彦,1998.3)
<No.7> 「特許と学術論文の形態比較」 〜記述形式・内容の分析とインタビューによる執筆動因分析〜
 (第２研究グループ 藤原 直也、藤垣 裕子,1998.10)
<No.8> 「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」
 (第１研究グループ 田中 茂,1999.5)
<No.9> 「ITを用いた資材調達活動の国際比較」
 (第１研究グループ 榊原 清則、三木 康司(慶應義塾大学),1999.5)
<No.10> 「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
 (情報分析課 和田 哲夫、吉水 正義,1999.6)
<No.11> 「先端的情報システムと日本企業の課題」
 (第１研究グループ 榊原 清則,1999.7)
<No.12> 「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究-「モード2」の時代に
おいて集団的創造性を高めるために-」
 (第１調査研究グループ 前澤 祐一,1999.8)
<No.13> 「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」
 (第１調査研究グループ 中田 哲也,1999.10)
<No.14> 「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究(その1)」
 (第１研究グループ 竹下 貴之,2000.1)
<No.15> 「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」
 (第１調査研究グループ 中田 哲也、第３調査研究グループ 権田 金治(東海大学),2000.2)
<No.16> 「THE DEVELOPMENT OF RESEARCH RELATED START-UP -A FRANCE-JAPANCOMPARISON-」◎
 (第１研究グループ 前田 昇(高知工科大学)、Robert Chabbal(CNRS),2000.4)
<No.17> 「企業戦略としてのオープンソース -オープンソースコミュニティの組織論と外部資源を利用した研究開発の発展に関する考察-」
 (第１研究グループ 加藤 みどり,2000.7)
<No.18> 「地方公共団体が設置する公設試験研究機関における研究課題評価の仕組みに関する一考察」
 (第３調査研究グループ 新舩 洋一,2001.9)
<No.19> 「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D Boundaries of theFirm: A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan」
 (第１研究グループ 小田切 宏之,2001.9)◎
<No.20> 「深海洋上風力発電を利用するメタノール製造に関する提案」
 (科学技術動向研究センター 瀬谷 道夫、山口 充弘、多田 国之,2002.3)
 講演録
1) 竹内 啓 東京大学先端科学技術研究センター教授
 「先端科学技術の社会的影響<動向第1回>」(1988.10)
2) 石井 恂 麻布大学教養部教授
 「1990年代の科学技術政策<動向第2回>」(1988.10)
3) Prof.Don E Kash米国オクラホマ大学教授
 「総合化社会<国際比較第1回>」(1988.11)
4) 内田 盛也 帝人株式会社理事
 「科学技術政策と知的所有権のかかわりについて<動向第3回>」(1988.12)
5) 西部 邁 評論家
 「反原発運動における技術思想について<動向第4回>」(1988.12)




8) 石坂 誠一 人事院人事官
 「科学技術に関する人材の確保<動向第6回>」(1989.2)
9) 梅原 猛 国際日本文化研究センター所長
 「日本人の自然観<動向第7回>」(1989.2)
10) Prof. Lewis M .Branscomb 米国ハーバード大学教授
 「米国における科学技術の諸問題<国際比較第3回>」(1989.2)
11) 武者小路 公秀 国連大学副学長
 「国際化社会における知的交流の課題<動向第8回>」(1989.2)
12) 弘岡 正明 住友化学工業株式会社研究主幹
 「新化学時代の産業展開と諸問題<動向第9回>」(1989.3)
13) 青木 昌彦 京都大学経済研究所教授
 「今後の経済発展と科学技術政策<動向第10回>」(1989.3)
14) 井内 慶次郎 前国立教育会館長
 「大学院制度の弾力化について<動向第11回>」(1989.3)
15) 立川 圓造 日本原子力研究所東海研究所化学部長
 「電解核融合の現状<動向第12回>」(1989.4)
16) 軽部 征夫 東京大学先端科学技術研究センター教授
 「バイオセンサーの現状と将来<動向第13回>」(1989.5)
17) 加藤 秀俊 放送教育開発センター所長
 「国際社会における技術格差の問題点<動向第14回>」(1989.5)
18) 村上 陽一郎 東京大学先端科学技術研究センター教授
 「明治期における我が国の科学技術政策」(1989.6)
19) 田村 明 法政大学法学部教授
 「未来の都市をめざして」(1989.3)
20) 米本 昌平 三菱化成生命科学研究所社会生命科学研究室長
 「1970年代のアメリカにおけるバイオエシックス論争」(1989.6)
21) 後藤 晃 一橋大学教授
 「日本の R & D システム再考」(1989.12)
22) 野田 正彰 神戸市立外国語大学教授
 「社会の変化が個人に及ぼす影響について」(1989.9)
23) Heinz A.Staab 西独マックス・プランク協会理事長
 「西独マックス・プランク協会の組織と国際協力における役割」(1990.3)
24) Prof.Rolf D. Schmid ドイツ国ブラウンシュバイク工科大学教授
 「統合後のドイツのバイオテクノロジー戦略について」(1990.11)
25) 権田 金治 東京電機大学理工学部教授
 「科学技術と地域開発」(1991.4)
26) 小林 信一 文教大学国際学部専任講師
 「文明社会の野蛮人-若者の科学技術離れを巡って-」(1991.5)
27) 小山内 裕 藤倉電線株式会社取締役研究開発本部副本部長・基盤材料研究所長
 「光ファイバーの開発-低損失限界への挑戦-」(1992.4)
28) 渕 一博 (財)新世代コンピューター技術開発機構常務理事・研究所長
 「第五世代コンピューターの開発-未完の革命-」(1992.5)
29) 外村 彰 日立製作所基礎研究所主管研究長
 「電子線ホログラフィー開発の経緯」(1992.6)
30) 鈴木 章夫 三菱重工業株式会社名古屋航空宇宙システム製作所宇宙技術部長
 「日本のロケット開発に於ける技術革新」(1992.7)
31) 蒲谷 勝治 ヤマハ発動機株式会社マリン事業本部舟艇事業部副事業部長
 永海 義博 ヤマハ発動機株式会社マリン事業本部舟艇事業部主任
 「アメリカズカップ・ヨットの開発とレース戦略」(1992.8)
32) 伊藤 博之 本田技研工業株式会社四輪企画室(RAD)参事
 「ホンダ・シビックの開発」(1992.2)
33) 神田 泰典 富士通株式会社パーソナルビジネス本部副本部長
 「マルチメディアと FMタウンズ -認識の本質にせまる-」(1992.9)
34) 王寺 睦満 新日本製鐵株式会社技術開発本部設備技術センター所長
 「我が国における LD転炉技術の導入と発展」(1992.10)
35) 相澤 進 セイコーエプソン株式会社専務取締役
 「セイコーエプソンにおける技術開発-新事業創造の事例と技術開発理念の功罪-」(1992.11)
36) 森本 盛 客員研究官 東芝・宇宙開発事業部
 「科学技術意識形成過程に関する考察」(1993.3)
37) 前川 善一郎 京都工芸繊維大学教授
 「複合材料技術の社会への浸透過程」(1992.12)
38) 白石 忠志 東北大学法学部助教授
 「技術の排他的利用と独禁法」(1993.2)
39) 柳原 一夫 客員研究官(財)日本気象協会参与
 「地球温暖化のメカニズム(宇宙・太陽・地球)」(1993.5)
40) 富田 徹男 特許庁審判部主席審判官
 「特許制度等から見た技術の伝播」(1993.4)
41) 前間 孝則 国際技術総合研究所副所長
 「軍用技術から民生技術へ-戦前日本の航空機産業の転換-」(1993.4)
42) 石井 裕 NTTヒューマンインターフェース研究所主幹研究員
 「コラボレーションメディアのデザイン」(1992.12)
43) 長谷川 龍雄 元トヨタ自動車株式会社専務取締役
 「日本における自動車技術の起こりと展開-私の体験-」(1993.8)
44) 吉田 庄一郎 株式会社ニコン取締役副社長
 「半導体製造装置ステッパの開発」(1993.9)
45) 佐藤 秀樹 株式会社セガ・エンタープライゼス常務取締役
 「アミューズメントからマルチメディアの研究開発へ」(1994.2)
46) 市川 惇信 人事院人事官
 「研究評価について」(1996.11)
47) 河本 英夫 東洋大学教授
 「オートポイエーシスにもとづく研究評価論」(1996.12)
48) 森 俊介 東京理科大学教授
 「システム論から見た評価の方法」(1997.1)
49) 木嶋 恭一 東京工業大学教授
 「評価へのソフトシステムアプローチ」(1997.1)
50) 山之内 昭夫 大東文化大学教授
 「企業における研究評価の視点」(1997.2)
51) 川崎 雅弘 科学技術振興事業団専務理事
 「科学技術基本法下における評価」(1997.4)
52) 板倉 省吾 パスコ副社長
 「通商産業省の政策評価(産業政策と産業技術政策)」(1997.4)
53) Dir. Rosalie T. Ruegg 米国国立標準・技術研究所経済性評価室長
 Prof. Philipe Laredo 仏国鉱山大学イノベーション社会学センター教授
 「科学技術の形成過程における評価をどう取り扱うか-研究評価から政策評価まで-」(1997.11)
54) Dr. William A. Blanpied 米国国立科学財団(NSF)シニア国際アナリスト
 「米国における科学政策について」(1997.11)
55) 「価値開発」関連 講演録
 近藤 隆雄 多摩大学経営情報学部教授
 「サービスマネージメントにおける価値づくりについて」(1997.5)
 伊藤 利朗 三菱電機 専務取締役開発本部長
 「製品開発における価値づくりについて」(1997.5)
 旭岡 勝義 東芝情報・通信システム新規事業企画室部長
 「経営におけるコンセプトエンジニアリングについて」(1997.6)
56) Dr. William G. Wells, Jr. 米国ジョージワシントン大学教授
 「米国連邦政府における科学技術政策形成」(1998.3)
57) 崔 亨燮 韓国科学技術団体総連合会会長
 「韓国新政権下での科学技術関連政策の展開」(1998.6)
58) Prof. Arie Rip オランダ・ツウェンテ大学
 「オランダの科学技術政策: 行政と研究を結ぶ中間機構を中心として 〜『社会学的』科学技術政策研究序論〜」(1998.4)
59) Prof.Sheila Jasanoff 米国ハーバード大学ジョンエフケネディ行政大学院教授
 「政策立案者としての科学審議会」 〜規制科学(Regulatory-Science)をめぐって〜(2000.2)
60) 山本 卓眞 富士通株式会社名誉会長
 「富士通の企業経営・技術戦略」(2000.2)
61) 関本 忠弘 日本電気 取締役相談役
 「NECにおける R & D 戦略と科学技術政策への期待」(2000.2)
62) 三田 勝茂 日立製作所相談役
 「日立製作所における企業経営・技術戦略の変遷」(2000.3)
63) 金丸 恭文 フューチャーシステムコンサルティング 代表取締役社長
 「IT革命が生み出す新時代」(2000.3)
64) 藤野 政彦 武田薬品工業 会長
 「技術移転における産官学協力の在り方」(2001.4)
65) 鎌田 博 筑波大学生物科学系教授・遺伝子実験センター長
 「遺伝子組換え植物・食品の研究現状と安全性確保」(2001.3)
66) 永井 克孝 三菱化学生命科学研究所長
 「第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析」(2001.6)
67) 飯塚 尚和 宮城県産業技術総合センター所長
 「地方公設試におけるマネジメントシステムの構築」(2001.10)
68) 西川 伸一 京都大学大学院医学研究科教授
 「再生医学の最近の動向」(2001.9)
69) 賀来 龍三郎 キヤノン 名誉会長
 「キヤノンにおける企業経営と技術戦略の変遷」(2000.4)
70) 佐波 正一 東芝 相談役
 「東芝の技術開発の変遷」(2000.4)
71) 幸田 重教 三井化学 会長
 「三井化学の経営革新」(2000.5)
72) 楠美 省二 アルファ・エレクトロニクス 社長
 「アルファ・エレクトロニクスにおける企業経営と技術戦略」(2000.5)
73) 佐々木 正 国際基盤材料研究所社長
 「企業経営・技術戦略の変遷」(2000.5)
74) 吉田 庄一郎 ニコン取締役社長
 「ニコンの企業経営・技術戦略の変遷」(2000.7)
75) 藤野 政彦 武田薬品工業 会長
 「武田薬品工業の研究戦略」(2000.9)
76) 荒蒔 康一郎 キリンビール 専務取締役
 「キリンビールの戦後の企業経営・技術戦略」(2000.12)
77) 高木 利久 東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター教授
 「バイオインフォマティクスの最近の動向とこれからの課題」(2001.11)
78) 小山 康文 岩手大学地域共同研究センター助教授
 「大学からの産学連携 〜岩手モデル〜」(2002.1)
79) 畑村 洋太郎 工学院大学教授
 「失敗学の構築」(2001.11)
80) 岩坪 威 東京大学大学院薬学系研究科教授
 「痴呆研究の動向〜アルツハイマー病の病態解明と治療への展望を中心に 〜」(2001.10)
81) 末松 安晴 国立情報学研究所長
 「半導体レーザーの技術革新について」(2002.1)
82) 小田切 宏之 科学技術政策研究所 第１研究グループ 総括主任研究官
 「技術ストックの経済効果をいかに測定するか」(2001.11)








4) NISTEP Review Vol.1[注](1990.12)
5) 第1回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]
 (猪瀬 博、児玉 文雄、川崎 雅弘 編集,1991.1)
6) 第2回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文](1991.1)
7) NISTEP Review Vol.2[注](1992.3)
8) 第2回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]



















中原 恒雄 住友電気工業 特別技術顧問
中村 桂子 JT 生命誌研究館長
西室 泰三 東芝代表取締役会長
野中 郁次郎 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科教授
藤野 政彦 武田薬品工業 代表取締役会長
村上 陽一郎 国際基督教大学教授
吉川 弘之 独立行政法人 産業技術総合研究所理事長(日本学術会議会長)
吉村 融 政策研究大学院大学学長
(3)職員名簿
所 属 職 名 併任
氏
名 在 職 期 間
所長   間宮 馨 H13.1.6 〜
総務研究官   永野 博 H13.1.6 〜H13.6.30
総務研究官   下田 隆二 H13.7.1 〜H14.3.31
総務課
課長  青木 章吾 H13.4.1 〜
課長補佐 併 太田 政孝 H10.5.1 〜
庶務係長  多田 敏行 H10.4.1 〜
主任  五島 登美子 H 4.1.1 〜
 併 吉武 ミツエ H10.4.1 〜
経理係長  真保 成男 H11.5.1 〜
  秋田 のぞみ H 6.1.1 〜H13.11.30
用度係長 併 太田 政孝 H10.5.1 〜
  関屋 忠治 H11.4.1 〜
自動車運転手  西宮 政明 H12.7.4 〜
事務補助員  稲葉 順子 H12.10.24 〜
企画課
課長  斎藤 尚樹 H13.1.6 〜
課長補佐  宮本 久 H12.7.10 〜
国際研究協力




官 併 宮本 久 H13.10.1 〜
企画係長 併 宮本 久 H13.4.1 〜
  藤原 志保 H13.4.1 〜
業務係長  宮本 祐吾 H9.1.1 〜
  秋田 のぞみ H13.12.1 〜
事務補助員  鈴木 恵理子 S61.12.25 〜
情報分析課
課長  相馬 融 H12.3.1 〜H14.3.31
課長補佐 併 相馬 融 H12.3.1 〜H14.3.31
情報係長 併 山口 治 H7.11. 1 〜H13.9.30
情報係長 併 相馬 融 H13.10.1 〜H14.3.31
  神田 由美子 H11.4.1 〜
分析係長  玉田 勉 H13.1.6 〜
調査官  下村 智子 H10.11.16 〜
事務補助員  清水 亜矢子 H10.7.15 〜
第１研究グループ
総括主任研究
官  小田切 宏之 H13.4.1 〜
主任研究官  瀬谷 道夫 H6.6.16 〜H14.3.31
主任研究官  伊地知 寛博 H13.5.1 〜
研究員  古賀 款久 H9.4.1 〜
研究員  伊地知 寛博 H10.5.1 〜H13.4.30
研究員  岩佐 朋子 H13.8.1 〜
 併 根本 正博 H12.4.1 〜
 併 竹下 貴之 H12.1.1 〜
事務補助員  下田 眞奈美 H6.4.2 〜
第２研究グループ
総括主任研究
官 併 小林 信一 H12.4.1 〜
主任研究官  柿崎 文彦 S63.7.1 〜
主任研究官  富澤 宏之 H8.10.1 〜
研究員  齋藤 芳子 H13.7.1 〜
 併 川崎 弘嗣 H13.10.9 〜
事務補助員  清水 佳津子 H11.11.1 〜
第１調査研究グループ
総括上席研究
官  小嶋 典夫 H12.6.28 〜
上席研究官  和田 幸男 H 9.7.1 〜
上席研究官  小泉 勝利 H12.2.1 〜H14.2.17
上席研究官  鈴木 研一 H13.4.1 〜
上席研究官  石井 正道 H14.3.1 〜
技術補助員  中島 志円 H13.1.9 〜H14.2.28
事務補助員  大貫 佐知子 H5.7.1 〜
第２調査研究グループ
総括上席研究




官 事務取扱 下田 隆二
H13.7.1 〜
H14.3.31
上席研究官  岡本 信司 H12.4.1 〜
上席研究官  大沼 清仁 H13.4.1 〜
上席研究官  川崎 弘嗣 H13.10.9 〜
上席研究官  渡辺 政 H14.3.1 〜
事務補助員  大釜 陽子 H11.9.1 〜
総括上席研究
官  向山 幸男 H13.4.1 〜
第３調査研究グループ
上席研究官  太田 政孝 H10.5.1 〜
 併 柿崎 文彦 H9.7.16 〜
研究官  吉武 ミツエ H13.1.6 〜
研究官  竹下 貴之 H13.4.1 〜
事務補助員  三島 眞理 H7.4.10 〜
科学技術動向研究セン
ター
センター長  桑原 輝隆 H13.1.6 〜
主任研究官  横田 慎二 H13.1.6 〜
主任研究官  名嘉 節 H13.1.6 〜H14.3.31
主任研究官  茂木 伸一 H13.1.6 〜
研究員  高野 潤一郎 H13.1.6 〜
研究員  大森 良太 H13.4.1 〜
上席研究官  根本 正博 H13.1.6 〜
上席研究官  新名 秀章 H13.1.6 〜H13.6.30
上席研究官  山口 充弘 H13.7.1 〜
上席研究官  長谷川 明宏 H13.7.1 〜
研究官  蛯原 弘子 H13.1.6 〜
研究官  横尾 淑子 H13.1.6 〜
研究官  長谷川 明宏 H13.4.1 〜H13.6.30
 併 瀬谷 道夫 H13.1.6 〜H14.3.31
  庄司 真理子 H13.2.1 〜
事務補助員  早坂 ルミ H13.1.6 〜
事務補助員  山上 奈緒子 H13.1.6 〜









































































委 員 長 平野 千博
委 員 古賀 款久、富澤 宏之、和田 幸男、牧山 康志、岡 精一、瀬谷 道夫、太田 政孝、斎藤 尚樹、深澤 信之
事 務 局 企画課、情報分析課
(7)科学技術政策研究所の沿革
 
1947年12月 経済安定本部 資源委員会事務局 設置
1949年6月 (資源委員会は資源調査会へ改称)
1952年8月 (資源調査会は総理府の附属機関へ)
1956年5月
科学技術庁設置 
資源調査会事務局は科学技術庁資源局となる。(資源調査会は科学技術庁の附属
機関へ)
1968年6月 資源調査所設置(科学技術庁資源局廃止)
1988年7月 科学技術政策研究所設置(資源調査所改組)
2001年1月
中央省庁の再編により文部省と科学技術庁が統合され文部科学省が発足。(文部
科学省の附属機関となる) 
所内に科学技術動向研究センターを設置(第４調査研究グループ 改組)
